
 

令和４年７月２８日 

子 ど も ・ 若 者 部 

児 童 相 談 支 援 課 

 

児童相談所が関わる子どもの権利擁護に関する取組みについて 

 

１ 主旨 

  児童養護施設や里親のもとで暮らしている子どもや一時保護された子ども等に係る意

見表明支援等の仕組みの検討及び児童相談所第三者評価受審など、児童相談所が関わる子

どもの権利擁護に関する今後の取組みについて報告する。 

 

２ 児童相談所が関わる子どもの権利擁護に関する検討について 

（１）経緯 

  ・ 児童福祉法第１条では、子どもの権利保障を同法の理念として明確に位置付けてお

り、子どもは単に保護される客体として存在するのではなく、権利を享有し行使する

主体であり、一人の独立した人格として尊重されなければならないことが明らかにさ

れているところである。また、子どもの権利を守り、福祉を保障するためには、保護

者、市民、国や地方公共団体といった社会全体が子どもの意見を尊重し、その最善の

利益を優先して考慮していくことが求められる。このため、同法第２条では、このこ

とを全ての国民の努力義務として規定しているところである。 

・ 令和４年２月に社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会が取りまとめた報告

書では、上記の主旨を踏まえ、特に児童相談所等が行政処分（一時保護、施設の入所

措置等）を行う場合において子どもの意見・意向を把握してそれを勘案して対応する

など、権利擁護が図られる環境が整備され、子どもにとって最善の利益となる対応が

成されるよう、制度の見直しを行う必要があると示されているところである。 

  ・ これらを踏まえ、令和４年６月に児童福祉法等の一部を改正する法律（以下「改正

法」という。）が成立したところであり、令和６年４月より施行されることとなった。 

  ・ 区は、子ども条例の制定や子どもの人権擁護機関である「せたがやホッと子どもサ

ポート」（以下「せたホッと」という。）の設置など、子どもの権利擁護に全国に先駆

けて取り組んできた。特別区で初となる児童相談所を設置した自治体として、今回の

法改正への対応についても積極的に取り組んでいく必要がある。以上のことから、児

童相談所が関わる子どもの権利擁護に関する検討を進めていく。 

 

（２）改正法の概要（別紙１、別紙２参照） 

  ① 子どもの権利擁護に係る環境整備（改正児童福祉法第１１条） 

    都道府県知事又は児童相談所長が行う意見聴取等や入所措置等の措置、児童福祉施

設等における処遇について、都道府県の児童福祉審議会等による調査審議・意見具申

その他の方法により、子どもの権利擁護に係る環境を整備することを、都道府県等の

業務とする。 
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  ② 児童相談所や児童福祉施設における意見聴取等（改正児童福祉法第３３条の３の３） 

    都道府県知事又は児童相談所長が行う在宅指導、里親委託、施設入所等の措置、指

定発達支援医療機関への委託、一時保護の決定時等に意見聴取等を実施することとす

る。 

  ③ 意見表明等支援事業の体制整備（改正児童福祉法第６条の３、第３３条の６の２） 

    都道府県等は、子どもの意見表明等を支援するための事業（意見表明等支援事業）

を制度に位置づけ、その体制整備に努めることとする。 

 

 

 

 

 

 

  ※ 上記いずれも「都道府県知事」及び「都道府県」と記載されている箇所は、「世田

谷区長」及び「世田谷区」と読み替える。 

 

（３）検討体制 

   改正法への対応を検討するにあたっては、専門的かつ広範的な見地から検討する必要

があることから、児童福祉審議会の下に臨時部会（児童相談所が関わる子どもの権利擁

護に関する検討部会）を設置して、検討を行う。 

  ① 臨時部会の構成 

    委員は７名とし、学識経験者や弁護士などで構成する。 

 ＜参考 部会構成員＞                    （五十音順、敬称略） 

 所属・役職 氏名 

１ 弁護士 池田 清貴 

２ 東洋英和女学院大学 名誉教授 石渡 和実 

３ 日本女子大学 名誉教授 鵜養 美昭 

４ NPO 法人東京養育家庭の会 理事長 能登 和子 

５ 児童養護施設東京家庭学校 校長 松田 雄年 

６ NPO 法人子どもアドボカシーをすすめる会 TOKYO 代表 森  時尾 

７ NPO 法人児童虐待防止全国ネットワーク 理事長  吉田 恒雄 

  ② 開催回数（予定） 

    今年度中に４回程度開催する。 

  ③ その他 

    検討にあたっては、社会的養護当事者、子どもの権利擁護活動を担っている既存事

業であるせたホッと・一時保護所第三者委員に対して、臨時部会の中でヒアリング等

を実施し、意見を得ることを想定している。 

意見表明等支援事業 

 児童相談所長等の意見聴取等の義務の対象となっている子ども等を対象とし、

子どもの福祉に関し知識又は経験を有する者（意見表明等支援員）が、意見聴取

等により意見又は意向を把握するとともに、それを勘案して児童相談所、都道府

県その他関係機関との連絡調整等を行う。 
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（４）スケジュール（予定） 

令和４年 ８月～１２月 児童福祉審議会臨時部会の開催 

令和５年 １月     児童福祉審議会本委員会（検討結果の報告） 

令和５年 ２月     福祉保健常任委員会（検討結果の報告） 

   令和５年度以降     報告内容を踏まえた取組みの実施に向けた検討 

   令和６年 ４月     改正法施行 

 

３ 児童相談所第三者評価の受審について 

（１）経緯 

  ・ 児童相談所設置自治体は、児童相談所の「業務の質の評価を行うことその他必要な

措置を講ずることにより、当該業務の質の向上に努めなければならない」とされてい

る。（児童福祉法第１２条第６項） 

  ・ 児童相談所業務の質の評価の仕組みについては、関係閣僚会議において決定された

「児童虐待対策の抜本的強化について」の中においても「第三者評価など児童相談所

の業務に対する評価を実施するよう努めるものとする」とされており、第三者による

評価の実施が求められているところである。 

  ・ このことを踏まえ、区としては児童相談所業務の質の向上を図るため、第三者によ

る評価を受審することとする。 

 

（２）児童相談所第三者評価の概要 

  ① 実施体制 

    児童相談所第三者評価を実施できる評価機関への外部委託により実施する。 

  ② 評価内容 

    児童相談所における子どもの権利擁護、組織体制、虐待相談対応及びその進行管理、

子ども及び保護者への支援、社会的養育の推進、関係機関との連携等について評価を

行う。 

  ③ 評価員 

    児童相談所第三者評価の評価員としての経験がある者、児童相談所長など児童相談

所での実務経験がある者、児童福祉分野に精通している弁護士等から４名以上で構成

する。 

  ④ 評価方法 

    児童相談所による自己評価、関係機関、里親、措置児童等へのアンケート又はヒア

リング、現地調査等及びこれらを踏まえた総合評価により行う。 

  ⑤ 結果の公表 

    評価結果を報告書としてまとめ、公表する。 
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（３）経費 

  【歳出】 

    委 託 料 ８８０千円 

  【歳入】 

    国庫補助 ４４０千円（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費国庫補助金 補助率 1/2）  

 

（４）その他 

   今年度の児童相談所第三者評価から得られた改善点等については確実に対応すると

ともに、令和５年度以降も児童相談所第三者評価を定期的に実施していく。今後の受審

頻度については、今年度の実施状況と「３年に１回のサイクルでの定期的な実施が望ま

しい」としている国のガイドラインの考え方を踏まえ検討していく。 

第三者評価は、「評価の実施」「改善の取り組み」「改善した結果についての確認・評価」

というプロセスが必要となり、改善の取り組みとその効果が確認できる状況になるま

でには一定の期間を要することから、３年に１回のサイクルでの定期的な実施が望ま

しいと考えられる。（児童相談所における第三者評価 ガイドライン（案）） 

 

（５）スケジュール（予定） 

   ～令和４年１０月 児童相談所による自己評価、措置児童へのアンケート調査等 

        １１月 現地調査 

   ～令和５年 ３月 評価結果報告書受領 

         ５月 福祉保健常任委員会（評価結果の報告） 
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子どもの意見聴取等の仕組みの整備

＜児童相談所や児童福祉施設における意見聴取等＞
➢ 都道府県知事又は児童相談所長が行う在宅指導、里親委託、施設入所等の措置、指定発達支援医療機関への委託、一時保
護の決定時等（※）に意見聴取等を実施
※ 措置等の解除、停止、変更、期間の更新の時点についても同様。一時保護など緊急で意見聴取等の時間がない場合は事後も許容。

➢ 子どもの最善の利益を考慮するとともに、子どもの意見又は意向を勘案して措置等を行うために、あらかじめ、年齢、
発達の状況その他の子どもの事情に応じ意見聴取その他の措置を講じなければならない。

＜意見表明等支援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞
➢ 児童相談所長等の意見聴取等の義務の対象となっている子ども等を対象
➢ 子どもの福祉に関し知識又は経験を有する者（意見表明等支援員）が、意見聴取等により意見又は意向を把握するとと
もに、それを勘案して児童相談所、都道府県その他関係機関との連絡調整等を行う。

＜子どもの権利擁護に係る環境整備＞
➢ 都道府県知事又は児童相談所長が行う意見聴取等や入所措置等の措置、児童福祉施設等における処遇について、都道
府県の児童福祉審議会等（※）による調査審議・意見具申その他の方法により、子どもの権利擁護に係る環境を整備する
ことを、都道府県等の業務とする。
※ 児童福祉法に基づき都道府県に設置され、子ども等の福祉に関する事項を調査審議し、また関係行政機関に意見具申することができる。

○ 都道府県等において、引き続き、子どもの権利擁護の取組みを推進するため、
① 子どもの権利擁護の環境整備を行うことを都道府県等の業務として位置づけ、
② 都道府県知事又は児童相談所長が行う措置等の決定時において、子どもの意見聴取等を行うこととし、
③ 子どもの意見表明等を支援するための事業を制度に位置づけ、その体制整備に努めることとする。

別紙１
（出典︓厚生労働省） 5



別紙２ 

改正児童福祉法抜粋（臨時部会所掌事項に係る主な部分）（令和６年４月１日施行） 

 

〔事業〕 

第六条の三 

⑰ この法律で、意見表明等支援事業とは、第三十三条の三の三に規定する意見聴取等措置の対象

となる児童の同条各号に規定する措置を行うことに係る意見又は意向及び第二十七条第一項第三

号の措置その他の措置が採られている児童その他の者の当該措置における処遇に係る意見又は意

向について、児童の福祉に関し知識又は経験を有する者が、意見聴取その他これらの者の状況に

応じた適切な方法により把握するとともに、これらの意見又は意向を勘案して児童相談所、都道

府県その他の関係機関との連絡調整その他の必要な支援を行う事業をいう。 

 

〔都道府県が行う業務〕 

第十一条 都道府県は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。（略） 

二 児童及び妊産婦の福祉に関し、主として次に掲げる業務を行うこと。 

（略） 

リ 児童養護施設その他の施設への入所の措置、一時保護の措置その他の措置の実施及びこれ

らの措置の実施中における処遇に対する児童の意見又は意向に関し、都道府県児童福祉審議

会その他の機関の調査審議及び意見の具申が行われるようにすることその他の児童の権利の

擁護に係る環境の整備を行うこと。 

 

〔意見聴取等措置〕 

第三十三条の三の三 都道府県知事又は児童相談所長は、次に掲げる場合においては、児童の最善

の利益を考慮するとともに、児童の意見又は意向を勘案して措置を行うために、あらかじめ、年

齢、発達の状況その他の当該児童の事情に応じ意見聴取その他の措置（以下この条において「意見

聴取等措置」という。）をとらなければならない。ただし、児童の生命又は心身の安全を確保する

ため緊急を要する場合で、あらかじめ意見聴取等措置をとるいとまがないときは、次に規定する

措置を行つた後速やかに意見聴取等措置をとらなければならない。 

一 第二十六条第一項第二号の措置を採る場合又は当該措置を解除し、停止し、若しくは他の措

置に変更する場合 

二 第二十七条第一項第二号若しくは第三号若しくは第二項の措置を採る場合又はこれらの措置

を解除し、停止し、若しくは他の措置に変更する場合 

三 第二十八条第二項ただし書の規定に基づき第二十七条第一項第三号の措置の期間を更新する

場合 

四 第三十三条第一項又は第二項の規定による一時保護を行う場合又はこれを解除する場     

合 

 

〔児童の健全な育成及び措置解除者等の自立に資するための事業実施の措置〕 

第三十三条の六の二 都道府県は、児童の健全な育成及び措置解除者等の自立に資するため、その

区域内において、親子再統合支援事業、社会的養護自立支援拠点事業及び意見表明等支援事業が

着実に実施されるよう、必要な措置の実施に努めなければならない。 
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